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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第７期

第２四半期連結
累計期間

第８期
第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結
会計期間

第８期
第２四半期連結
会計期間

第７期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 9,359,9709,769,9364,770,6495,065,15018,515,319

経常利益 (千円) 233,921 74,689 141,837 39,678 453,403

四半期(当期)純利益 (千円) 134,828 37,518 82,348 21,373 240,994

純資産額 (千円) ― ― 3,947,0234,010,1054,051,806

総資産額 (千円) ― ― 8,353,3749,497,4639,151,576

１株当たり純資産額 (円) ― ― 269,513.39273,820.82276,668.28

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 9,206.462,561.865,623.011,459.4316,455.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 9,143.402,546.675,580.021,450.7116,356.73

自己資本比率 (％) ― ― 47.3 42.2 44.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 136,342 457,546 ― ― 366,242

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △53,757△942,621 ― ― △352,091

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △119,667 281,072 ― ― 479,748

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,313,2011,640,5251,844,184

従業員数 (名) ― ― 202 200 200

(注)  売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
200
[828]

(注) １. 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
6
[1]

(注) １. 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

関東地区 610,816 ―

東海地区 288,827 ―

近畿地区 301,176 ―

その他 38,312 ―

合計 1,239,131 ―

(注) １  金額は、製造原価によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
また、当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

カット野菜部門 1,239,131 3.4

ホール野菜部門 ― ―

その他 ― ―

合計 1,239,131 3.4

(注) １ 金額は、製造原価によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

関東地区 1,958,340 ―

東海地区 670,460 ―

近畿地区 688,529 ―

その他 41,855 ―

合計 3,359,185 ―

(注) １  金額は、仕入価格によっております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
また、当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

カット野菜部門 751,869 0.1

ホール野菜部門 2,024,882 15.0

その他 582,433 3.9

合計 3,359,185 9.3

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 受注実績

当社グループ(当社及び連結子会社)は、出荷日の前日ないし前々日に受注をすることが多く、受注から
売上計上までの期間が極めて短いことから、受注規模を金額で示すことはしておりません。

　
(4) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

関東地区 2,927,113 ―

東海地区 986,390 ―

近畿地区 1,078,493 ―

持株会社 87,600 ―

その他 111,270 ―

調整額 △125,717 ―

合計 5,065,150 ―

(注) １  「調整額」はセグメント間の取引消去額であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
また、当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

カット野菜部門 1,596,572 1.2

ホール野菜部門 2,808,683 11.1

その他 659,893 △0.6

合計 5,065,150 6.2

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加や個人消費への政策効果などを背景に景

気は緩やかな回復傾向を見せたものの、長引くデフレに加え、円高に伴う輸出の下押し懸念や各種政策の終

了に伴う個人消費の冷え込みといったリスクが存在するなど、先行きは依然不透明な状況にあります。当社

グループを取り巻く経営環境については、観測史上最高を記録した猛暑の影響で野菜価格が高騰するなど

一時的なダメージはありましたが、今後は改善されていくものと思われます。

このような事業環境の中、当社グループは、期初より目標として掲げております「新工場稼動に伴う売上

拡大」「営業力の強化」「計画的な仕入の実現」を中心に各種経営施策を進めて参りました。

当第２四半期連結会計期間における売上高は、5,065百万円となり、前第２四半期連結会計期間の売上高

4,770百万円に対し、294百万円の増収（前年同四半期比6.2％増）となりました。

売上原価は、前第２四半期連結会計期間の3,522百万円に対し、322百万円増加（前年同四半期比9.2％

増）の3,844百万円となりました。これは主として、６月後半からの記録的猛暑の影響による野菜価格の高

騰により、商品仕入高、製造原価が増加したことなどによっております。

その結果、売上総利益は前第２四半期連結会計期間の1,248百万円に対し、28百万円減少（前年同四半期

比2.2％減）の1,220百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、前第２四半期連結会計期間の1,099百万円に対し、71百万円増加（前年同四半

期比6.5％増）の1,171百万円となりました。これは、主として東京デリカフーズ株式会社の新工場稼動に伴

い、人件費、物流費、減価償却費が増加したことなどによります。

その結果、営業利益は前第２四半期連結会計期間の148百万円に対し、99百万円減少（前年同四半期比

67.1％減）の48百万円となりました。

営業外収益は４百万円（前年同四半期比3.5％増）となりました。営業外費用は前第２四半期会計期間10

百万円に対し２百万円増加（前年同四半期比21.9％増）の13百万円となりました。これは、借入金の増加に

伴い支払利息が増加したことによります。

その結果、経常利益は前第２四半期連結会計期間の141百万円に対し、102百万円減少（前年同四半期比

72.0％減）の39百万円となりました。

特別利益は４百万円となりました。特別損失は８百万円となりました。

税金等調整前四半期純利益は、前第２四半期連結会計期間の141百万円に対し、106百万円減少（前年同四

半期比74.8％減）の35百万円となりました。

法人税等は、前第２四半期連結会計期間の59百万円に対し、45百万円減少（前年同四半期比75.9％減）の

14百万円となりました。

その結果、四半期純利益は前第２四半期連結会計期間の82百万円に対し、60百万円減少（前年同四半期比

74.0％減）の21百万円となりました。

　
当第２四半期連結会計期間における各セグメントの業績は次のとおりであります。なお、売上高は、セグ

メント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。
　

① 関東地区

関東地区の売上高は2,927百万円となったものの、東京デリカフーズ株式会社が６月より稼動させた

新工場は、業界最大規模の工場であり、当初の予想以上の経費が発生しました。また顧客へ迷惑をかけな

いために旧工場の並行稼動を予定より延長して行わざるを得なかったため、新工場の稼働率は当初の計

画より低く、費用が増大し利益を圧迫しました。その結果、セグメント損失は18百万円となりました。

　

② 東海地区

東海地区の売上高は986百万円、セグメント利益は14百万円となりました。
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③ 近畿地区

近畿地区の売上高は1,078百万円、セグメント利益は17百万円となりました。

　

④ 持株会社

持株会社の売上高は87百万円、セグメント利益は18百万円となりました。

　

⑤ その他

その他の売上高は111百万円、セグメント利益は7百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.8％減少し、4,449百万円となりました。これは、主として現金及

び預金が223百万円減少したこと、一方、売掛金が124百万円、未収還付消費税等が42百万円増加したことな

どによります。

固定資産は前連結会計年度末に比べて8.2％増加し、5,047百万円となりました。これは、主として東京デ

リカフーズ株式会社の新工場建設等により、建物及び構築物が462百万円、機械装置及び運搬具が121百万円

増加したこと、一方、建設仮勘定が268百万円減少したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて3.8％増加し、9,497百万円となりました。

　
流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.8％増加し、2,481百万円となりました。これは、主として買掛金

が76百万円、１年内返済予定の長期借入金が67百万円増加したこと、一方、賞与引当金が53百万円減少した

ことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて11.9％増加し、3,005百万円となりました。これは、主として長期

借入金が283百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.6％増加し、5,487百万円となりました。

　
純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.0％減少し、4,010百万円となりました。これは、主として利益

剰余金が35百万円減少したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連

結会計期間末に比べて544百万円増加し、1,640百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。
　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、補助金の受取額448百万円、仕入債務の増加額100百万円が主要な

収入であります。また、売上債権の増加額168百万円が主要な支出であります。以上の結果、421百万円の収入

となりました。（前年同四半期は123百万円の収入）

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出69百万円、定期預金の預入による

支出19百万円が主要な支出であります。以上の結果、109百万円の支出となりました。（前年同四半期は31百

万円の支出）

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入400百万円が主要な収入であります。また、

短期借入金の純増減額の減少79百万円、長期借入金の返済による支出68百万円が主要な支出であります。以

上の結果、231百万円の収入となりました。（前年同四半期は117百万円の支出）
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は21百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中でありました東京デリカフーズ株式会社の保木間事務所の事務所用

建物等及び物流センターの生産設備等の除却については、平成22年７月に完了しました。　

なお、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000.00

計 30,000.00

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,605.00 15,605.00
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株制度は採用しておりま
せん

計 15,605.00 15,605.00― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数(個) 210

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 420

新株予約権の行使時の払込金額(円) 88,921

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日～平成26年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　88,921
資本組入額　44,461

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、本件権利行使時において、当社およ
び当社子会社の取締役、監査役、執行役員または使用人
の何れかの地位、あるいは当社との間の雇用契約に基
づく顧問の地位を有している場合に限る。ただし、新株
予約権者が、定年・任期満了による退任・退職、または
当社もしくは当社の子会社の都合によりこれらの地位
を失った場合はこの限りではない。
　その他の条件は、本総会および新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受
けたものとの間で締結する「新株予約権付与契約」で
定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入れその他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合には、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とする。

    また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設
分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

行使価額の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに被付与者に対し、その旨並びにその事由、調整後の

行使価額及び適用の日を通知する。

２　平成17年６月30日付の１株につき２株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の行使時の払込金額及び　　　

新株予約権の目的になる株式数等について調整されております。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年８月13日
(注)

― 15,605.00 ― 759,755△500,0001,091,242

(注)  会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

舘本　勲武 愛知県名古屋市中村区 3,272 20.97

舘本　篤志 東京都足立区 2,598 16.65

デリカフーズ株式会社 東京都足立区保木間２丁目29-15 960 6.15

岡本　髙宏 東京都足立区 724 4.64

デリカフーズグループ従業員持
株会

東京都足立区六町４丁目12-12 672 4.31

岩崎　泰次 静岡県静岡市駿河区 500 3.20

鬼頭　利光 愛知県名古屋市中村区 432 2.77

野村　五郎 兵庫県明石市 306 1.96

岡田　和夫 愛知県犬山市 261 1.67

小笠原　真清 愛知県名古屋市名東区 185 1.19

計 ― 9,910 63.51

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)　　　
　普通株式　960.00　

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
  普通株式
         14,645.00

14,645 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 15,605.00 ― ―

総株主の議決権 ― 14,645 ―

(注)  当社は単元株制度を採用しておりません。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 デリカフーズ株式会社

東京都足立区保木間２丁
目29－15

960.00 ― 960.00 6.15

計 ― 960.00 ― 960.00 6.15

　

EDINET提出書類

デリカフーズ株式会社(E02994)

四半期報告書

12/31



　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 117,500118,500112,000119,900114,000113,000

最低(円) 111,000105,900106,200108,000107,100107,100

(注)  株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人東海会計社により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,225,395 2,448,830

売掛金 1,971,140 1,846,527

商品及び製品 59,262 46,039

仕掛品 1,286 1,345

原材料及び貯蔵品 24,909 19,229

その他 176,865 132,836

貸倒引当金 △9,275 △9,550

流動資産合計 4,449,583 4,485,258

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2, ※3
 1,639,525

※1, ※2
 1,177,128

土地 2,534,861 2,534,861

その他（純額） ※1, ※3
 490,972

※1
 575,232

有形固定資産合計 4,665,359 4,287,222

無形固定資産

その他 39,353 31,097

無形固定資産合計 39,353 31,097

投資その他の資産

その他 370,606 365,694

貸倒引当金 △27,440 △17,697

投資その他の資産合計 343,165 347,997

固定資産合計 5,047,879 4,666,317

資産合計 9,497,463 9,151,576
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,132,686 1,056,629

短期借入金 403,336 383,068

1年内返済予定の長期借入金 302,773 235,412

未払法人税等 44,341 59,453

未払金 519,013 537,252

賞与引当金 － 53,936

工場閉鎖費用引当金 － 27,205

その他 79,819 61,549

流動負債合計 2,481,970 2,414,507

固定負債

長期借入金 2,833,416 2,549,605

退職給付引当金 41,692 46,840

資産除去債務 5,731 －

その他 124,546 88,815

固定負債合計 3,005,387 2,685,261

負債合計 5,487,357 5,099,769

純資産の部

株主資本

資本金 759,755 759,755

資本剰余金 1,591,242 1,591,242

利益剰余金 1,846,902 1,882,609

自己株式 △174,508 △174,508

株主資本合計 4,023,392 4,059,099

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △13,286 △7,292

評価・換算差額等合計 △13,286 △7,292

純資産合計 4,010,105 4,051,806

負債純資産合計 9,497,463 9,151,576
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 9,359,970 9,769,936

売上原価 6,936,113 7,404,943

売上総利益 2,423,856 2,364,993

販売費及び一般管理費 ※１
 2,177,724

※１
 2,274,831

営業利益 246,131 90,162

営業外収益

受取利息 1,145 866

受取配当金 845 1,166

自動販売機収入 825 －

業務受託手数料 3,870 3,087

その他 2,704 5,138

営業外収益合計 9,391 10,259

営業外費用

支払利息 21,601 25,732

営業外費用合計 21,601 25,732

経常利益 233,921 74,689

特別利益

補助金収入 － ※２
 452,455

その他 － 4,620

特別利益合計 － 457,075

特別損失

固定資産売却損 152 －

固定資産除却損 199 －

固定資産圧縮損 － ※３
 452,364

役員弔慰金 2,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,731

その他 － 10,476

特別損失合計 2,352 468,572

税金等調整前四半期純利益 231,569 63,191

法人税、住民税及び事業税 96,740 25,673

法人税等合計 96,740 25,673

少数株主損益調整前四半期純利益 － 37,518

四半期純利益 134,828 37,518
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,770,649 5,065,150

売上原価 3,522,058 3,844,622

売上総利益 1,248,590 1,220,527

販売費及び一般管理費 ※１
 1,099,729

※１
 1,171,568

営業利益 148,861 48,958

営業外収益

受取利息 553 551

受取配当金 195 293

自動販売機収入 408 －

業務受託手数料 2,000 1,140

その他 765 2,073

営業外収益合計 3,922 4,059

営業外費用

支払利息 10,945 13,339

営業外費用合計 10,945 13,339

経常利益 141,837 39,678

特別利益

保険解約返戻金 － 4,513

その他 － 67

特別利益合計 － 4,580

特別損失

固定資産除却損 140 －

貸倒引当金繰入額 － 7,579

その他 － 1,026

特別損失合計 140 8,606

税金等調整前四半期純利益 141,697 35,652

法人税、住民税及び事業税 59,348 14,279

法人税等合計 59,348 14,279

少数株主損益調整前四半期純利益 － 21,373

四半期純利益 82,348 21,373
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 231,569 63,191

減価償却費 91,709 121,154

引当金の増減額（△は減少） 11,845 △76,820

受取利息及び受取配当金 △1,990 △2,033

支払利息 21,601 25,732

補助金収入 － △452,455

固定資産売却損益（△は益） 152 △106

固定資産除却損 199 －

固定資産圧縮損 － 452,364

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,731

売上債権の増減額（△は増加） △2,117 △134,356

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,473 △18,844

仕入債務の増減額（△は減少） △45,830 76,057

その他 △3,977 18,507

小計 294,689 78,123

利息及び配当金の受取額 1,510 1,765

補助金の受取額 － 452,455

利息の支払額 △21,726 △26,011

法人税等の支払額 △138,130 △48,786

営業活動によるキャッシュ・フロー 136,342 457,546

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50,253 △41,137

定期預金の払戻による収入 60,000 60,914

有形固定資産の取得による支出 △50,797 △938,532

有形固定資産の売却による収入 13 4,038

無形固定資産の取得による支出 △2,743 △12,797

投資有価証券の取得による支出 △2,922 △3,150

貸付けによる支出 △10,000 △10,000

貸付金の回収による収入 10,227 10,000

その他 △7,282 △11,956

投資活動によるキャッシュ・フロー △53,757 △942,621

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △31,680 20,268

長期借入れによる収入 255,000 480,000

長期借入金の返済による支出 △255,566 △128,828

リース債務の返済による支出 △14,349 △17,526

配当金の支払額 △73,072 △72,841

財務活動によるキャッシュ・フロー △119,667 281,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △37,083 △203,658

現金及び現金同等物の期首残高 1,350,284 1,844,184

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,313,201

※1
 1,640,525
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は、5,731

千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は5,731千円であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１． 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
 

２． 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「自動販売機収入」（当第２四半期連結累計

期間963千円）は金額的重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結累計期間においては営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しております。
 

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１． 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
 

２． 前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「自動販売機収入」（当第２四半期連結会計

期間533千円）は金額的重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。
 

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。
 

２  棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
 

３  固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。
 

４  経過勘定項目の算定方法 　合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。
 

５  繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連

結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用

する方法によっております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　  税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しており

ます。

　　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(賞与引当金)

　平成22年度冬季賞与については支給しないこととしたため、賞与引当金を計上しておりません。
 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,255,967千円
 

※２　担保資産

　担保に供されている資産について、事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べ著しい変動が認められるもの

建物及び構築物　　　　　1,564,956千円
 

※３　国庫補助金等（平成21年度農業・食品産業競争力

強化支援事業等補助金）を受領したことにより、建

物及び構築物334,409千円、その他117,955千円を取

得価額より直接減額しております。
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,185,889千円
 

※２　担保資産

 

 

建物及び構築物         1,097,641千円
 

 

 
 

　
(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃　　　 　　　　　　　　　　　795,033千円
給料手当　　　　　　　　　 　　　633,036 〃

貸倒引当金繰入額                   5,208 〃
賞与引当金繰入額                  47,878 〃
退職給付費用                       3,842 〃

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運賃                             823,819千円
給料手当                         700,102 〃
貸倒引当金繰入額                   2,876 〃
退職給付費用                       4,526 〃

 
 

※２　補助金収入は、平成21年度農業・食品産業競争力
強化支援事業等補助金を交付されたものでありま
す。

 

※３　固定資産圧縮損は、上記※２の補助金収入を取得
価額から直接控除したものであります。
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第２四半期連結会計期間
　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

運賃　　　　　　　　　　　　　　　400,211千円
給料手当                          318,638 〃
貸倒引当金繰入額                    2,737 〃
賞与引当金繰入額                   34,467 〃
退職給付費用                        1,972 〃

 

※１ 販売費一般管理費の主なもの

運賃                              426,433千円
給料手当                          365,267 〃
貸倒引当金繰入額                      804 〃
退職給付費用                        2,734 〃

 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 1,906,423千円

預入期間が３か月超の定期預金 △593,222 〃

現金及び現金同等物 1,313,201千円

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 2,225,395千円

預入期間が３か月超の定期預金 △584,869 〃

現金及び現金同等物 1,640,525千円

　
(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 15,605.00

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 960.00

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数（株）
当第２四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 420.00 ―

合計 420.00 ―

(注)  目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。
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４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日
定時株主総会

普通株式 73,2255,000.00平成22年３月31日 平成22年６月29日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上がないため、該当事項はありません。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　
１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、持株会社である当社の傘下に、地域別に青果物事業を担う子会社４社及び研究開発業務

を担う子会社１社がぶら下がり、会社ごとに戦略を立案し、事業活動を行っております。

そのうち、地域別の青果物事業子会社３社及び持株会社を報告セグメントとしております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
関東地区 東海地区 近畿地区 持株会社 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高
5,660,6141,870,0482,077,359 ― 9,608,021161,9149,769,936 ― 9,769,936

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

4,632 9,736 6,385254,200274,95452,746327,701△327,701 ―

計 5,665,2461,879,7842,083,744254,2009,882,976214,66110,097,637△327,7019,769,936

セグメント利益

又は損失(△)
△21,56826,21831,585105,561141,79617,410159,206△84,51774,689

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東北地区及び研究開発会社を含んで

おります。

２ セグメント利益の調整額△84,517千円には、セグメント間取引消去△85,632千円が含まれております。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

 

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
関東地区 東海地区 近畿地区 持株会社 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高
2,924,030981,0561,075,148 ― 4,980,23684,9135,065,150 ― 5,065,150

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

3,082 5,333 3,344 87,60099,36126,356125,717△125,717 ―

計 2,927,113986,3901,078,49387,6005,079,597111,2705,190,867△125,7175,065,150

セグメント利益

又は損失(△)
△18,31814,65417,65218,50032,488 7,175 39,664 14 39,678

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東北地区及び研究開発会社を含んで

おります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。　

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 273,820円82銭
　

　 　

　 276,668円28銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,010,105 4,051,806

普通株式に係る純資産額(千円) 4,010,105 4,051,806

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 15,605.00 15,605.00

普通株式の自己株式数(株) 960.00 960.00

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 14,645.00 14,645.00

　
２  １株当たり四半期純利益等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 9,206円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 9,143円40銭
　

１株当たり四半期純利益 2,561円86銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2,546円67銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 134,828 37,518

普通株式に係る四半期純利益(千円) 134,828 37,518

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 14,645.00 14,645.00

四半期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳(株)

　 　

  新株予約権 101.01 87.36

普通株式増加数(株) 101.01 87.36

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 5,623円01銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 5,580円02銭
　

１株当たり四半期純利益 1,459円43銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1,450円71銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 82,348 21,373

普通株式に係る四半期純利益(千円) 82,348 21,373

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 14,645.00 14,645.00

四半期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数(株)

　 　

  新株予約権 112.82 88.04

普通株式増加数(株) 112.82 88.04

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月11日

デリカフーズ株式会社

取締役会  御中

　

監査法人東海会計社

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　小 島 興 一　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士  後 藤 久 貴　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデリ

カフーズ株式会社の平成21年４月1日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デリカフーズ株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

デリカフーズ株式会社

取締役会  御中

　

監査法人東海会計社

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　塚 本 憲 司　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　後 藤 久 貴　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデリ

カフーズ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デリカフーズ株式会社及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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